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　研究の背景と目的

　現代社会は，ある局面ではリスク社会といわれ，
「新しいリスク」を認識するには，現代という時
代をリスクの視点で捉えなければならない。この
ように，現代をリスク社会とする考え方には，Ｕ．
ベックやＡ．ギデンズらの再帰的近代化に関する
理論的背景がある。ベックらが指摘する近代化と
は，近代化による高度な科学技術や文明の発達が
かえって「副作用」を生み，「副作用」の帰結によっ
てもたらされる再帰的近代のことである（ベック，

＝ ， ＝ ；ギデンズ， ＝ ，
＝ ）。この「副作用」によって生み出され

たのが「新しいリスク」である。具体的には，産
業廃棄物，水質汚染，食品添加物，残留農薬，核

廃棄物，環境破壊などを指し，総称して「環境リ
スク」と呼ばれる。これらのリスクは，近代科学
が一定の水準以上に達し，科学が生み出したにも
かかわらず科学によっては明確な予測も解決もで
きないリスクである。こうした「新しいリスクは，
直接個人に降りかかり，それへの対応は個人の判
断に委ねられる（ベック， ＝ ： ）。
　福田充によれば，現代のリスクは社会に潜在し
ており，それを人びとに可視化してくれるのがメ
ディアであり，メディア報道であるという（福田，

： ）。そういった意味では，メディア報道が
日常生活を送る人びとにとって，「新しいリスク」
への解決策の手がかりの一つとなり，メディアが
社会的に果たすべき役割が問われるようになると
いえよう。
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　そこで，メディアがどのように「新しいリスク」
を報道するかによって，受け手の認識や態度も異
なるものと考えられる。メディアがどのような場
面を選択し，どのような報道の枠組みを用いて顕
出させるのかは重要な課題であるといえる。
　こうした背景から，本研究は，メディア・フレー
ミング効果の視座に立って実証研究を実施し，メ
ディアの報道内容と受け手の受容・解読との関係
性を明らかにし，そこで得られた知見から「新し
いリスク」報道の社会的機能を解明する手がかり
を見出そうとするものである。

　本研究の意義

　本研究のフレーム分析のように，実証的根拠か
らメディアの社会的機能の解明に迫ることは，マ
ス・コミュニケーション研究，心理学，メディア
効果論の領域に新たな知見をもたらすばかりでな
く，リスク・コミュニケーション研究領域にその
知見を還元することも期待できるであろう。Na-
tional Research Council（全米研究評議会）は，
リスク・コミュニケーションを「個人，機関，集
団間での情報や意見の相互作用の過程」であると
定義している（National Research Council，

）。メディアが発信する「新しいリスク」情報
を受容する人びとは，不安を感じるのか，または
安心するのか，どのような情報内容を欲している
のか，それを正しく理解し，対応や対策をとるこ
とができるのかといった個人レベルの効果をフ
レームで検証することも可能となるであろうし，
そうした個人の反応や情報要求を汲み取り，人び
と個人では回避困難な「新しいリスク」の情報を
伝える機関を担うメディアの社会的機能を提言す
るといった意味においても意義ある研究であると
いえる。
　福島第一原発事故は，原子力発電所の事故のう
ちでもスリーマイル島原発事故（アメリカ，
年），チェルノブイリ原発事故（旧ソ連， 年）

に続く世界で３つ目の大事故であり，そこから生
じるリスクに関する報道については，あらゆる分
野の研究者が注目し，これまで本事故に関連する
メディア報道の内容分析や受け手調査も盛んに行
なわれ，多くの実証的知見が得られているのも事
実である。
　そこで本研究では，次章で取り上げるトライア
ンギュレーション（三角測量）あるいはマルチメ
ソッド（多元的方法）と呼ばれる手法を採用し，
複数の研究方法で得られた知見から「新しいリス
ク」報道にアプローチし，多角的な視点から解明
を試みる。そうすることによって，これまでの多
くの一面的な研究とは異なり，多局面からみた全
体像を明らかにすることができ，他にない独自の
知見を得ることができるものと考えられる。

　研究方法

　本研究では，「新しいリスク」の事例として「放
射性セシウム汚染牛問題」を取り上げた。その理
由は，第４章で述べる「新しいリスク」の定義と
特徴に該当しているためである。
　本研究のうち実証研究では，複数の研究方法を
組み合わせるトライアンギュレーションあるいは
マルチメソッドと呼ばれるアプローチを採用し
た。Ｕ．フリックによると，トライアンギュレー
ションとは，個々の研究がもつ弱点や盲点を補い
合うために，異なった方法論的なアプローチを組
み合わせて用いることであると指摘している（フ
リック， ＝ ： ）。
　具体的には，内容分析，グループ・インタビュー，
インターネット調査実験の３つの異なる研究方法
からメディア・フレーミング効果を検証した。ま
ず，内容分析では，メディア報道が「新しいリス
ク」を人びとに可視化させる際に，どのように報
道の枠組み，つまり，メディア・フレームを使用
するのかを，新聞記事の計量テキスト分析によっ
て探索的に検討した。グループ・インタビューで
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は， 歳代と 歳代の主婦が「放射能と食品汚染」
問題に対してどのような情報要求をもっているの
か，また，本問題に関するリスク情報をどのよう
な枠組み（オーディエンス・フレーム）で解釈し，
小集団内のコミュニケーション上で伝達している
のかをKJ法（川喜田二郎， ）を用いてその構
造を明らかにした。インターネット調査実験では，
内容分析で得られたメディア・フレームとグルー
プ・インタビューの結果で明らかになった主婦の
情報要求をもとに，フレームの条件ごとに対象者
を統制し，人びとの「新しいリスク」に対する不
満や不安といった感情面，責任の所在はどこにあ
ると思うのかといった評価面，具体的な対策など
の行動面への影響を検証した。
　さらに，実証研究では内容分析，グループ・イ
ンタビュー，実験で得られた知見を統合した。統
合では，研究方法内と研究方法間でのそれぞれの
関係性を示し，メディア・フレーミング効果の有
効性が確認できたもの，無効であったもの，フレー
ミング効果を補強する要因となり得るものに分類
した。
　最後に，「新しいリスク」報道におけるメディア
の社会的機能として，「ニーズ充足機能」，「不安低
減機能」，「原因究明・責任追及機能」の３つの社
会的機能を設定し，実証研究で得られた知見と合
わせて考察した。「ニーズ充足機能」と「不安低減
機能」は，宮田加久子（ ）が指摘する災害報
道におけるメディアの社会的機能であるが，その
なかでもメディア報道と人びとの認識との相互作
用に関連し，受け手個人レベルのフレーミング効
果によって解明可能な単位であると判断し採用し
た。「原因究明・責任追及機能」は，下村英雄と堀
洋元（ ）が行ったJCO臨界事故の新聞報道の内
容分析の結果で検証された機能である。この機能
は，人びとの認識では区別し難い，「新しいリスク」
の「自然災害」と「人的災害」の境界線の判断に
重要な手がかりとなり，社会的影響を与えるもの
として設定した。

　現代社会論とリスク社会の「新しいリスク」

　現代社会論では，近代から現代への社会構造の
変化を，J-F．リオタール（ ＝ ）が指摘す
るようにポスト・モダンという新しい時代へ移行
したととるべきか，それともベック（ ＝ ；

＝ ）やギデンズ（ ＝ ； ＝
）らが指摘する近代の変質する過程ととるべ

きかで議論が分かれているが，本研究では，ベッ
クやギデンズらの立場をとり，現代社会を再帰的
近代化の社会状況として定義した。
　その理由として，Ａ．ファーロングとＦ．カー
トメルが指摘するように，ベックやギデンズらの
再帰的近代化の認識は，リスクの個人化の進展が
人びとの生活経験や社会的分業化の在り方に関与
する過程の説明に優れていると考えられるためで
ある。（ファーロング＆カートメル， ＝ ：
- ）。ベックの個人化論では，これまで個人化し

ていなかった労働者や女性には，職業選択や配偶
者選択の自由などの自由がもたらされる一方で，
自由になった個人は，家族や地域社会の準拠集団
に依拠することなく，労働市場や教育制度に個人
単位で組み込まれ，再統合されるようになるとい
う（ベック， ＝ ： - ）。しかし，再帰
的近代化の個人化は，再び埋め込まれることのな
い解き放ちであり（ベック， ＝ ： ；伊
藤美登里， ： ），このように個人化が進展
した条件下では，人びとは集団ではなく個々人の
判断で「新しいリスク」に向き合わなければなら
ない（ベック， ＝ ： ）。
　本研究では，こうしたベックやギデンズらの視
点から，現代社会を再帰的近代化の段階のリスク
社会であると捉え，「社会構造の変容とともに出現
した現代社会の条件下で扱われるリスク」を「新
しいリスク」として定義し，その特徴を以下の５
つにまとめた。
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１）不可視であること
２）因果関係を突き止めることが困難であること
３）グローバルなリスクの影響が人びとに等しく

与えられること
４）個人の日常生活に密接に関係していること
５）個人単位で責任を負わなければならないこと

　実証研究の結果

　内容分析，グループ・インタビュー，実験で得
られた知見を統合した結果，メディア・フレーミ
ング効果を媒介する２つの要因が明らかになっ
た。
　１つ目は個人の情報要求である。フレーミング
効果は，人びとの情報要求と報道のフレームが一
致しその要求が充足されると，フレームと同じ方
向へのフレーミング効果がみられるが，情報要求
の水準がフレームの情報内容を上回ったり，フ
レームの情報では要求が充足されないときには，
報道のフレームに反して，不満や不安といったよ
うに反対の方向へのフレーミング効果が生じるこ
とが明らかになった。
　２つ目は情報源の存在である。フレーミング効
果では，正負の方向を問わず，人びとのメディア
接触が前提条件であり，メディア接触が多いとフ
レーミング効果が検出されやすいと考えられる。
一般的に，多くの人間はメディアと接触しており，
情報源としているため，フレーミング効果は大き
いといえるであろう。一方，少数ではあるが，パー
ソナルな情報源からの情報入手が大きくメディア
接触が少ない場合，フレーミング効果は抑制され，
無効果になることも示唆された。情報源の影響の
背景には，人びとが日常生活でどのメディアを利
用しているのか，どのような情報入手の仕方を行
い，入手した情報をどのように他者に伝達してい
るのかといったふだんの情報行動が大きく関係し
ているといえる。

　メディア・フレーミング効果研究から
社会的機能へのアプローチ

．　メディアの「ニーズ充足機能」と人びとの情
報充足感

　「ニーズ充足機能」は，災害時に被災者が求める
情報要求を充足するマス・メディアの機能である
（宮田， ： - ）。「放射性セシウム汚染牛
問題」における「行政の一次情報」の報道パター
ンは，政府や自治体が公表した事実の情報をあり
のまま流す傾向があり，人びとも科学的根拠など
のリスク情報を求めていた。しかし，人びとは情
報内容の不確かさや情報量の少なさに不満をも
ち，充足感を得られない結果であった。

．　メディアの「不安低減機能」と人びとの不安
喚起

　「不安低減機能」は，災害時に不安喚起した人び
とに対して，十分な情報をもって状況を認識させ，
今後の見通しを明確にするなどして不安を取り除
き，混乱を防ぐための機能である（宮田， ：

- ）。「放射性セシウム汚染牛問題」における
「健康被害」の報道パターンは，放射性物質の食
品汚染と健康被害を扱った報道であり，人びとの
情報要求と合致するフレームであった。しかしな
がら，フレーミング効果は負の方向を示し，人び
との不安を喚起する結果となり，その不安内容は，
「国が示す基準値未満の食品であっても健康被害
があるのではないか」といった国の情報に対する
信憑性の疑念であった。この結果は，健康被害に
関連する新聞記事が人びとにとって不安を強める
記事内容であったことを意味しているといえる。
　「不安低減機能」がみられなかったもう一つのフ
レームは，「原発事故」の報道パターンであった。
この報道パターンによって喚起された人びとの不
安は「将来への不安」であった。このフレームに
接触した人びとは，もともと強く認識していた原
発事故のスキーマがフレーミングによって活性化
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され，情緒的な記憶を想起し，「今後も収束しない
のではないか」といった将来に対する不安喚起に
つながったのではないかと考えられる。

．　メディアの「原因究明・責任追及機能」と人
びとの責任追及意識

　「原因究明・責任追及機能」は，JCO臨界事故の
新聞報道の内容分析で明らかになった，メディア
の報道プロセスのなかで契機となる部分であり，
事故の原因と責任の所在を明確にする機能である
（下村・堀， ）。「放射性セシウム汚染牛問題」
報道においては，「原因・責任・賠償」の報道パター
ンがこの機能に該当し，「責任の所在をはっきりさ
せたい」という人びとの情報要求とも合致してい
ることから，機能を果たすものと予測した。その
結果，メディアが取り上げた他者（国，行政，マ
スコミ，東京電力，専門家，知識人）に対する責
任追及意識がみられたが，一方で，原発を容認し，
利用してきた市民の自己への責任追及意識を低減
させるといった効果も検証された。

　本研究の結論と今後の課題

　本研究は，再帰的近代化論の立場であったが，
この視座に立つことによって，原発事故後の環境
リスクへの対応は，個人に委ねられるというのが
明らかになった。環境リスクをはじめとする「新
しいリスク」は，不可視であったり，因果関係を
突き止めることが困難であるなどの特徴をもち，
個人の日常生活と密接に関係しているものであっ
た。そこで本研究では，人びとが個人単位で「新
しいリスク」の手がかりを得る手段として，メディ
アの報道枠組み（メディア・フレーム）と人びと
の認識枠組み（オーディエンス・フレーム）に注
目してその関係性を検証し，そこで得られた実証
的根拠を踏まえて，社会的機能を果たしているの
かを考察した。
　しかしながら，メディアの報道内容は個人の情

報充足感を満たすに至らず，かえって不満や不安
が募り，メディアが社会的機能を十分に果たして
いないということを導出した。特に，社会的機能
のうち事故の原因や責任を追及する機能は，今後
の原子力世論の形成にもつながる機能となり得る
と考えられる。
　「新しいリスク」報道において，望ましい社会的
機能を実現するには，国家や社会問題として捉え
るのではなく，人びと個人の情報要求を汲み取り，
それらをいかに集約して伝達することが重要であ
るといえる。こうした情報提供を行うことで，メ
ディアは，人びとが個人で負う被害や損害を最小
限に抑えることを可能にし，社会的に意義のある
存在となることであろう。
　今後，福島第一原発事故後の「新しいリスク」
報道を検証するにあたっては，原子力政策に関わ
る国や地方自治体，周辺企業，地域住民の意見な
どの報道を左右する要因となるものが多数存在す
ることから，メディアやジャーナリストを取り巻
く背景にも考慮しなければならない。さらに，環
境問題のみならず，代替エネルギー，雇用，経済，
財政問題などの社会問題が複雑に入り組んでいる
ため，メディア効果論的なアプローチのみで行う
のではなく，異なった研究視座からのアプローチ
も必要となってくるであろう。
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